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このたびの地震におきまして被災された皆様には謹んでお悔やみとお見舞いを申し上げます

3 月 14 日付【事務所報 NEWS】で地震の労災適用について記載しましたが、先般、厚生労働省か

ら「東北地方太平洋沖地震と労災保険Ｑ＆Ａ」が発表されましたのでお知らせします。

～地震・津波の労災保険適用について幅広く解釈しています～

厚生労働省から発表されたＱ＆Ａによれば、仕事中に被災した地震・津波等の労災保

険適用について幅広い解釈をしています。

3 月 14 日付【事務所報 NEWS】でもお知らせのとおり、「天災地変による災害に係

る業務上外の考え方については、従来より、被災労働者が、作業方法、作業環境、事業

場施設の状況等からみて危険環境下にあることにより被災したものと認められる場合

には、業務上の災害として取り扱う（平成７年１月３０日付け「兵庫県南部地震におけ

る業務上外等の考え方について」）とありますが、今回の「東北地方太平洋沖地震と労

災保険Ｑ＆Ａ（厚生労働省労働基準局労災補償部事務連絡平成 23 年 3 月 24 日）」およ

び「東北地方太平洋沖地震に伴う労災保険給付の請求に係る事務処理について（基労補

発０３１１第９号）」では、基本的な取り扱いは「阪神大震災」と同様としているもの

の、「事例」については「阪神大震災」よりも多くの例示を掲載し、かつ、幅広い労災

保険適用の解釈を示しているのです。

Ｑ＆Ａや行政通達からは、「今回の震災で仕事中や通勤途中に被災された方は一部の

例外（明らかな私的行為中など）を除いて労災保険の申請を行ってください」「その後、

労災か労災でないかは行政で判断します」と読み取れます。

※以下に厚生労働省配布の関係文書を添付しますのでご参照ください。

「東北地方太平洋沖地震と労災保険Ｑ＆Ａ（厚生労働省労働基準局労災補償部事務連絡平成 23 年 3 月

24 日）」 

「東北地方太平洋沖地震に伴う労災保険給付の請求に係る事務処理について（基労補発 0311 第 9 号平

成 23 年 3 月 11 日）」 

「東北地方太平洋沖地震に伴う労災診療の取扱いについて（基労補発 0314 第 1 号平成 23 年 3 月 14 日）」 

発行年月時点の情報をもとに記載しており、閲覧時の法令・運用と異なることがあります
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